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暴行動画の投稿・拡散をめぐる現状
• 近年、児童生徒が関係する暴行動画の投稿・拡散が相次いでいる

• SNS上でのこのような動画の拡散は、強い注目を集めやすい

• 深刻な二次被害や炎上につながることも多い
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本研修のねらい
1. 暴行動画が拡散・炎上する仕組みを整理する

2. 未成年の個人情報・プライバシー侵害や投稿・拡散リスクを理解する

3. 教師としての留意点（初動・伝え方）を確認する
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暴行動画拡散の
メカニズムとリスク
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SNS「告発」の功罪
• いじめや暴力は決して許されるものではない

• 動画という強い情報が出てくると、事態が制御不能になる可能性も
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問題点①：動画投稿の大きな特徴
• 動画は一度投稿されると完全に

回収することが難しい

• 切り取られ、保存され、再投稿

され続ける可能性がある

• 意図が不明なまま拡散が進むこ

と自体がリスクになる
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問題点②：投稿・拡散のリスク
• 内容や方法によっては、名誉毀損・プライバシー侵害になり得る

• 被害者・加害者の顔が分かる動画は、当事者を長く傷つける
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問題点③：未成年の個人情報が短時間で拡散
• 顔・名前・学校名などが特定されやすい

• 誹謗中傷があふれ、手続きや配慮を経ない「過剰な制裁」になりやすい

• 将来（進学・就職等）にまで影響が及ぶ可能性がある
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炎上の背景①：テーマの性質
• 「いじめ」「暴力」は強い怒り

を呼びやすく、炎上しやすい

• 「個人の正義感」から、誰でも

コメントや拡散に参加する可能

性がある

• 感情的な反応が重なり、炎上が

加速する
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炎上の背景②：善意が加害に
• 炎上の特徴として、議論は深まらず、当事者を追い詰めることが主に

• 組織的・法的に適切な対応をすべきところで、個人の思いから過剰な私

的制裁につながる
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アテンション・エコノミーによる加速
• 見られる・話題になること

が価値（収益）につながる

社会

• 暴行動画は「注目を集めや

すいコンテンツ」になりや

すい

• まとめ動画・突撃などが連

鎖し、問題解決から離れや

すい
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拡散による二次被害
• 無関係な人が誤って特

定される場合があり、

実際にフェイク情報の

拡散が罪に問われた事

例もある

• 当事者への誹謗中傷が

エスカレートし、被害

者も加害者も、深刻な

心理的負担を負う可能

性がある
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学校現場での対応と
指導のポイント
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教師が知っておくべき留意点
• まずは児童生徒の安全と心のケアを最優先する

• 動画や情報を「共有しない」「見せない」を校内で徹底する

• 管理職・教育委員会等と連携し、組織として対応する
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児童生徒に伝えたいこと
• SNSに投稿・拡散する前

に、信頼できる大人に相談

する

• 正義感からの拡散でも人を

傷つけることがあり、名誉

毀損やプライバシー侵害と

して、法律上の問題になり

得る

• 一度投稿した情報は、簡単

には消えない
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おわりに
• SNSは遠ざけるものではなく、向き合うもの

• 仕組みを知ることで、拡散による被害・加害を防ぐことができる

• 教師の関わりが、子どもたちを守る大きな力になる
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ご清聴ありがとうございました

この資料の一部は、国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）のムーンショット型研究開発事業

（JPMJMS2215）からの研究助成を受けて進めてきた研究成果をもとにしています。あらためて、関

係する皆さまに感謝申し上げます。
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